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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第87期 

第３四半期連結 
累計期間 

第88期 
第３四半期連結 

累計期間 
第87期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 18,446,449 17,520,556 25,393,076 

経常利益 （千円） 990,633 661,220 1,532,171 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 567,832 1,610,244 2,688,155 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △185,642 1,105,840 △3,229,213 

純資産額 （千円） 50,180,394 47,551,063 47,191,656 

総資産額 （千円） 62,308,968 55,242,515 58,473,879 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 19.02 53.93 90.04 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 80.5 86.1 80.7 

 

回次
第87期

第３四半期連結
会計期間

第88期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

自平成28年
 10月１日
至平成28年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.51 14.55 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間における世界経済は、堅調な米国経済が牽引したものの、同国の新政権発足がもた

らす市場経済への影響や欧州における英国ＥＵ離脱問題、更には中国やアジア新興国及び資源国の景気減速など

の不確実性が高まり、先行き不透明な状況で推移いたしました。 

 一方、我が国経済においても、輸出企業を中心とした企業業績の堅調さや雇用環境の改善など緩やかな景気回

復が見られたものの、個人消費の節約志向が継続するとともに設備投資が足踏みとなるなど、先行き不透明な状

況で推移いたしました。 

 このような状況の中、当社グループにおきましては、マレーシア子会社での熱交換器用のプレス機稼働による

ASEAN域内での生産体制を確立するとともに、食品機器事業拡大に向け全自動連続殺菌装置等の製造販売を営む

旭工業株式会社を子会社化するなど、Ｍ＆Ａ推進並びに新製品開発への積極投資など成長戦略に取り組んで参り

ました。 

 以上の結果、当社グループの内部取引消去後の受注高は、生活産業機器事業において食品・染色機器関連が堅

調に推移したこと及び国内子会社での大口案件が寄与したものの、熱交換器事業の海外案件が円高やエネルギー

価格の下落等により減少したこともあり、前年同期から2.5％減少の18,574百万円となりました。 

 売上高に関しましては、生活産業機器事業の大口レトルト案件により食品機器部門が堅調に推移したものの、

バルブ事業が前年同期比で横ばいとなったことや熱交換器事業での海外案件や生活産業機器事業での医薬機器に

て大口案件の計上が少なかったこと、また、その他事業の売上減少などもあり、前年同期から5.0％減少の

17,520百万円となりました。 

 利益に関しましては、営業利益は、熱交換器事業でメンテナンス関連の増加や原価低減等により利益率改善が

見られたものの、生活産業機器事業におけるプラント案件での追加原価発生や染色仕上機器の価格競争激化によ

る採算性悪化、バルブ事業での調達先トラブルによる仕入コストの増加、更に新興国の景気減速による海外子会

社の低迷など、熱交換器事業以外のセグメント利益が大幅に減少したこと並びに退職給付費用の増加もあり、前

年同期から28.0％減少の569百万円となりました。経常利益は、営業利益の減少要因に加え、新興国の通貨安に

よる為替差損が影響し、前年同期から33.3％減少の661百万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利

益は、有価証券売却益を計上したこともあり、前年同期から183.6％増加の1,610百万円となりました。 

 なお、当第３四半期連結累計期間の各セグメント別業績は次のとおりであります。また、セグメント別の受注

高・売上高はセグメント間の内部取引消去前の金額であります。 

                                  〔単位：百万円/（前年同期比）〕 

  熱交換器事業 生活産業機器事業 バルブ事業 その他事業

受注高 7,972（ 87.3％） 7,091（103.1％） 2,630（104.3％） 1,985（115.0％）

売上高 8,413（ 94.2％） 6,139（ 96.7％） 2,557（100.3％） 1,431（ 80.9％）

セグメント損益 644（ 99.2％） 65（ 19.0％） △56（   ※１） △147（   ※２）

 ※１．前年同期は22百万円のセグメント利益 

 ※２．前年同期は172百万円のセグメント損失

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(3）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間においては受託研究活動が中心であり、「研究開発費に係る会計基準」に定める研

究開発にあたるものはありません。

 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 129,020,000

計 129,020,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,732,800 32,732,800
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 32,732,800 32,732,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 32,732,800 － 4,150,000 － 5,432,770

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,876,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,832,000 298,320 －

単元未満株式 普通株式     23,900 － －

発行済株式総数 32,732,800 － －

総株主の議決権 － 298,320 －

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれており、

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

    ２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式50株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社日阪製作所
大阪市北区曾根崎二

丁目12－７
2,876,900 － 2,876,900 8.78

計 － 2,876,900 － 2,876,900 8.78

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 12,183,050 10,261,765 

受取手形及び売掛金 9,471,684 ※２ 7,688,066 

電子記録債権 537,276 ※２ 854,178 

有価証券 1,002,460 1,002,317 

商品及び製品 1,821,490 1,615,068 

仕掛品 1,351,290 2,231,365 

原材料及び貯蔵品 1,138,006 917,676 

繰延税金資産 1,032,103 621,026 

その他 1,108,319 1,221,317 

貸倒引当金 △2,900 △3,233 

流動資産合計 29,642,780 26,409,547 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 6,959,261 6,852,337 

機械及び装置（純額） 1,638,016 2,272,398 

その他（純額） 2,924,299 2,155,617 

有形固定資産合計 11,521,577 11,280,353 

無形固定資産    

ソフトウエア 176,340 148,299 

その他 119,366 172,898 

無形固定資産合計 295,707 321,198 

投資その他の資産    

投資有価証券 14,145,509 13,801,977 

退職給付に係る資産 929,800 999,500 

その他 2,530,657 3,019,047 

貸倒引当金 △592,153 △589,110 

投資その他の資産合計 17,013,813 17,231,415 

固定資産合計 28,831,098 28,832,967 

資産合計 58,473,879 55,242,515 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,066,304 ※２ 2,358,117 

電子記録債務 － 1,825,860 

未払法人税等 2,083,347 37,849 

製品保証引当金 204,095 168,805 

賞与引当金 479,090 257,259 

その他 1,583,631 1,439,955 

流動負債合計 9,416,469 6,087,848 

固定負債    

繰延税金負債 1,749,962 1,528,482 

退職給付に係る負債 59,876 65,364 

その他 55,914 9,756 

固定負債合計 1,865,753 1,603,603 

負債合計 11,282,223 7,691,451 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,150,000 4,150,000 

資本剰余金 8,814,450 8,814,450 

利益剰余金 32,634,354 33,498,202 

自己株式 △2,406,890 △2,406,927 

株主資本合計 43,191,914 44,055,724 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,995,571 3,819,736 

繰延ヘッジ損益 17,156 △87,482 

為替換算調整勘定 170,580 △53,984 

退職給付に係る調整累計額 △194,752 △193,401 

その他の包括利益累計額合計 3,988,555 3,484,867 

非支配株主持分 11,186 10,470 

純資産合計 47,191,656 47,551,063 

負債純資産合計 58,473,879 55,242,515 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 18,446,449 17,520,556 

売上原価 14,570,899 13,750,743 

売上総利益 3,875,550 3,769,812 

販売費及び一般管理費 3,084,237 3,200,293 

営業利益 791,312 569,518 

営業外収益    

受取利息 74,224 32,839 

受取配当金 199,785 193,134 

持分法による投資利益 － 325 

その他 15,178 57,342 

営業外収益合計 289,187 283,641 

営業外費用    

支払利息 1,043 147 

持分法による投資損失 3,489 － 

為替差損 82,587 186,122 

その他 2,747 5,668 

営業外費用合計 89,866 191,939 

経常利益 990,633 661,220 

特別利益    

固定資産売却益 － 3,187 

有価証券売却益 － 1,418,918 

特別利益合計 － 1,422,106 

特別損失    

固定資産除売却損 7,211 637 

本社移転費用 38,539 － 

震災関連費用 － 10,000 

特別損失合計 45,751 10,637 

税金等調整前四半期純利益 944,881 2,072,689 

法人税、住民税及び事業税 156,866 156,336 

法人税等調整額 221,205 306,825 

法人税等合計 378,071 463,161 

四半期純利益 566,809 1,609,528 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,022 △715 

親会社株主に帰属する四半期純利益 567,832 1,610,244 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 566,809 1,609,528 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △248,053 △175,835 

繰延ヘッジ損益 6,208 △104,638 

為替換算調整勘定 △327,571 △230,362 

退職給付に係る調整額 △182,160 1,350 

持分法適用会社に対する持分相当額 △875 5,797 

その他の包括利益合計 △752,452 △503,688 

四半期包括利益 △185,642 1,105,840 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △184,619 1,106,556 

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,022 △715 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

受取手形割引高 1,226千円 －千円 

輸出受取手形割引高 230,638 333,470 

 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権 

 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が

金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日

満期手形及び電子記録債権の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 112,610千円

電子記録債権 － 13,076

支払手形 － 1,620

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 800,132千円 794,436千円

のれんの償却額 50,752 －

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月14日 

取締役会
普通株式 298,561 10  平成27年３月31日  平成27年６月８日 利益剰余金

平成27年11月11日 

取締役会
普通株式 298,559 10  平成27年９月30日  平成27年12月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日 

取締役会
普通株式 447,838

15

(注)
 平成28年３月31日  平成28年６月９日 利益剰余金

平成28年11月14日 

取締役会
普通株式 298,558 10  平成28年９月30日  平成28年12月９日 利益剰余金

（注）普通配当10円、特別配当５円

 

２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 

  熱交換器 
生活産業 
機器 

バルブ 計 

売上高            

外部顧客への売上高 8,126,371 6,325,804 2,453,468 16,905,644 1,540,805 18,446,449 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

808,217 26,443 96,634 931,295 228,359 1,159,654 

計 8,934,589 6,352,247 2,550,102 17,836,939 1,769,164 19,606,103 

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

649,974 344,505 22,105 1,016,585 △172,582 844,002 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サニタリーバルブの製造販

売、エンジニアリング事業、海外拠点における事業及び発電事業であります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,016,585

「その他」の区分の利益 △172,582

のれんの償却額 △50,752

棚卸資産の調整額 △1,205

その他の調整額 △732

四半期連結損益計算書の営業利益 791,312

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 「その他」セグメントにおいて、中川工程顧問（上海）有限公司を買収し、連結の範囲に含めたことによ

り、のれんを計上しております。当第３四半期連結累計期間において、当該事象によるのれんの増加額は

149,420千円であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 

  熱交換器 
生活産業 
機器 

バルブ 計 

売上高            

外部顧客への売上高 7,713,176 6,032,368 2,465,110 16,210,655 1,309,900 17,520,556 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

700,353 107,299 92,472 900,125 121,550 1,021,675 

計 8,413,529 6,139,668 2,557,583 17,110,780 1,431,450 18,542,231 

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

644,833 65,421 △56,166 654,088 △147,619 506,468 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サニタリーバルブの製造販

売、エンジニアリング事業、海外拠点における事業及び発電事業であります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 654,088

「その他」の区分の利益 △147,619

のれんの償却額 －

棚卸資産の調整額 2,808

その他の調整額 60,241

四半期連結損益計算書の営業利益 569,518

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 19円02銭 53円93銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円） 
567,832 1,610,244

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
567,832 1,610,244

普通株式の期中平均株式数（株） 29,855,987 29,855,857

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

 平成28年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額………………………298,558千円

（ロ）１株当たりの金額……………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成28年12月９日

 （注）平成28年９月30日現在の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年2月10日

株式会社日阪製作所 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 野村 利宏  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 池田 哲雄  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日阪製

作所の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日阪製作所及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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